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（目的）
第１条 この条例は、観光案内業者（以下「案内人」という。）の資質の向上と業務の適正化を図り、もつて観光案内業

の健全な発達と観光客接遇の向上に資することを目的とする。
（定義）
第２条 この条例で案内人とは、報酬を受けて観光客の案内を業とする者をいう。
（許可）
第３条 案内人になろうとする者は、様式第１号の申請書を知事に提出して、その許可を受けなければならない。案内区

域を変更し、又は追加しようとするときもまた同様とする。
（欠格条項）
第４条 許可を受けようとする者が、次の各号の一に該当するときは許可しない。
(１) 身体が虚弱のため業務に耐えることができないと認められる者
(２) 案内区域の地理沿革等に精通しない者
(３) その他業務上不適当と認められる者
（試験）
第５条 知事は、必要があると認められるときは、許可を受けようとする者に対し、試験を行うことができる。
（許可証及び記章の交付）
第６条 知事は、許可をしたときは、様式第２号による許可証及び様式第３号による記章を交付する。
２ 案内人は、就業中左胸部の見やすい箇所に記章をつけ、許可証及び料金表を携帯し、県係員又は案内を受ける者から

請求があつたときは、これを提示しなければならない。
３ 県係員は、前項の規定により請求するときは、様式第４号による証票を示して、これをしなければならない。
（許可更新）
第７条 許可の有効期間は、３年とする。
２ 許可の有効期間満了後、引き続き案内人になろうとする者は、期間満了前２箇月以内に様式第１号による申請書を知

事に提出して、その更新の許可を受けなければならない。
（許可証又は記章の再交付）
第８条 案内人は、許可証又は記章を亡失し若しくは著しく損じたときは、10日以内に様式第５号による許可証又は記章

の再交付申請書を知事に提出して、その再交付を受けなければならない。
２ 許可証の記載事項に変更を生じたときは、10日以内に様式第６号による許可証変更届を知事に提出しなければならな

い。

長野県観光案内業条例（昭和28年条例第13号）
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（許可手数料等）
第９条 第３条、第７条第２項及び前条第１項の規定により、許可、許可更新又は許可証若しくは記章の再交付の申請を

しようとする者は、次の手数料を納めなければならない。
(１) 許可手数料 200円
(２) 許可更新手数料 150円
(３) 許可証又は記章の再交付手数料 100円
２ 既納の手数料は、還付しない。
（遵守行為）
第10条 案内人は、次の事項を守らなければならない。
(１) 祝儀その他いかなる名儀をもってするを問わず所定の料金以外の金品を請求しないこと。
(２) 接客業者その他の者と結託し又はみずから宿泊、遊興、観覧、物品の購買等を強要しないこと。
(３) 案内をしいて勧誘し、又は依頼者の承諾を得ないで案内をしないこと。
(４) 許可証又は記章を貸与しないこと。
(５) 高山植物、樹木、建造物等を損じないこと。
(６) 遭難、疾病、傷い等の救急に要する簡易な器具や薬品を携帯し、事故が発生したときは、敏速に救護すること。
(７) たき火、野営等をしたときは、じんあいの処理をすること。
（診断書）
第11条 知事は、必要があると認めるときは、案内人に対して指定した医師の診断書の提出を命ずることができる。
（許可証の返納）
第12条 案内人が廃業し又は許可を取り消され若しくは業務の停止を命ぜられたときは、10日以内に許可証及び記章を返

納しなければならない。
２ 案内人が死亡したときは、戸籍法による戸籍届出者が前項の手続きを行わなければならない。
（許可の取消）
第13条 案内人が次の各号の一に該当するときは、知事は、その許可を取り消し、又は期間を定めて営業の停止を命ずる

ことができる。
(１) 第４条の各号の一に該当するに至つたとき。
(２) 第６条第２項、第10条及び前条の規定に違反し、又は第11条の診断書を提出しないとき。
(３) 前各号の外、業務に関して不正な行為をしたとき。
（罰則）
第14条 次の各号の一に該当する者は、２万円以下の罰金、拘留又は科料に処する。
(１) 許可を受けないで観光案内業を営んだ者
(２) 前条の規定による営業の停止の処分に違反して営業を営んだ者
（補則）
第15条 この条例の施行について必要な事項は、知事が別に定める。
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■ 試験内容の均一化と高度化

・ 本庁許可 ← 地方事務所許可

・ 許可区域の廃止（長野県全域 ← 地方事務所）

・ 受験資格の設定（登山経験、救急法講習受講）

・ 実技試験の実施

平成１６年

○ 「長野県山岳ガイド資格制度のあり方等に関する研究会」設置平成２２年

■ 罰金額 ５，０００円 → ２０，０００円平成４年

■ 「観光案内業条例」施行昭和２８年

■ 「案内人取締条例」施行昭和２３年１２月

■ 「登山者休泊所及案内人条例」施行昭和２３年１月

■ 「登山者休泊所及案内者取締規則」施行

・案内人に、警察の入山許可と料金の事前承認を義務付け。当初は口頭試験、のちに筆記試験のみに。

大正１４年

■ 有明登山案内者組合創設。

■ 白馬登山案内者組合創設。

■ 島々口登山案内者組合創設。以降88組合創設。

○ 案内人の資質、対応、日当の額算定などをめぐり、登山者から組合や地元に苦情が寄せられるようになる。

○ 駅前での客引き行為が増加、不明朗な契約が問題化。

○ 接客態度などへの不満が問題化。

大正７年
大正８年
大正１１年

■ 大町登山案内者組合創設（初）。大正６年

○ 北アルプスに営業小屋が開業。案内人のニーズは増大。

○ 登山者と案内人との間で、金銭や山中での応対でトラブルが発生するようになる。

○ 案内人と旅館主の間で、「分け前」でトラブルが発生するようになる。

大正時代

○ 一般登山者が増加。学校登山が開始。

○ 案内人としての仕事は、現金収入であることから、作間かせぎとして重要になってくる。

○ 案内人の手配ルートは旅館主であり、手配裁量権を有する旅館は固定化。

明治時代末期

○ 地元の者以外の登山目的は、測量、山林検分、学術調査。案内人、強力（ボッカ）としての仕事が発生。明治時代

状 況 等 （■＝案内人組合、条例関係）時 代

○長野県における山岳ガイド資格制度の沿革について （参考）菊地俊朗氏著 北アルプスこの百年（文春新書）
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○信州登山案内人の現状について

２ 試験（毎年実施）
H22年度＝6/10（木）［山岳総合センター］
申込者65名（受験59名） 合格者27名（合格率 45.8％）

■ 現在(Ｈ２２．４／１)、案内人は４８６人。組合は１３組合。ボランティアによる登山道の整備や、入山指
導など、登山者の安全確保に果たしてきた役割は大きい。

白
馬
山
案
内
人
組
合

３ 研修

H21.10/17（土）の「南信州」会場を皮切りに、11/29（日）の

「上高地」会場まで県内7カ所で実技研修を開催。座学研修は、
11/24（火）開催。

10
／
20
、
大
町
市
仏
崎
の
岩

場
で
行
わ
れ
た
「白
馬
」
会
場

の
様
子

支点の取り方 事故者の救出のための下降

１ 案内人の状況

４ 案内人組合ホームページ

女性41人
(8%)

男性
445人(92%)

80代
3人(1%)

20代
4人(1%)

70代
18人(4%)

60代
139人(29%)

50代
133人(27%)

30代
75人(15%)

40代
114人(23%)

諏訪
36人(7%)

上小
7人(1%)

上伊那
26人(5%)

下伊那
2人(0%)

木曽
7人(1%)

佐久
14人(3%)

県外
37人(8%)

長野
28人(6%)

北安曇
　227人(48%)

松本
102人(21%)

【性別】
Ｎ=486

【年齢別】
Ｎ=486

【地域別】
Ｎ=486
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信州登山案内人の活動状況等について（アンケート結果）

■ 信州登山案内人活動状況調査 （平成22年4月実施）
① 調査対象 486人 （H22.4/1現在で、登山案内人資格を有する者）
② 調査方法 郵送
③ 回収数・回収率 221人（45.5％）

（１） 平成21年中のガイド活動の実績について

実績なし
49

（22.2%）

実績有り
172

（77.8%）
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活
動

な
し

ガイド回数

（
人

）

N＝221

・ 回答者221人中、平成21年

にガイド活動を行った案内人は、

172人（78％）。

・ ガイド実績を有する172人の

うち、年間10回以下のガイドが

約半数（84名、49％）。

(29%)

(20%)

(16%)

ｎ＝172

【ガイド活動の実績】

【ガイド回数】
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（２） ガイド活動の形態（ツアー登山におけるガイドｏｒ個人やグループの依頼によるガイド）につ
いて
・ 平成21年中にガイド活動を行った案内人172人のガイド回数の合計は、2,963回。

・ そのうち、ツアー登山におけるガイドは1,144回で39％。

・ ツアー登山と、個人やグループの依頼によるガイドとは、４：６の割合。

・ 月別では、夏山の７月～８月にツアー登山は多い。（7月263回=23%、8月297回=26%）

25
34 34 35

63

80

263

297

136

165

189

102

131 130

179

146

78
72

14
24

128

147

256

235
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350

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

（
回

）

旅行会社が主催するツアー登山 個人やグループの依頼によるガイド登山

(ツアー登山 ｎ＝1,144 個人やグループ依頼によるガイド登山 ｎ＝1,819)

(23%)

(26%)

ツアー登山
1144回
（39%）

個人やグ
ループの依
頼によるガ
イド登山
1819回
（61%）

【ツアー登山におけるガイド回数と
個人・グループの依頼によるガイド回数の割合】

【ガイド活動の月別・形態別回数】

ｎ＝2,963
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（３） ガイドを依頼された経路について（ツアー登山におけるガイド）

・ 平成21年中にガイド活動を行った案内人172人のうち、ツアー登山におけるガイドを行った案内人は

115人。

・ そのツアー登山ガイドをどこから依頼されたか（複数回答）については、

① 案内人組合を通じての依頼が56人（49％）。

② 旅行会社から直接の依頼が50人（44％）。

ｎ＝115【主な旅行会社】クラブツーリズム、毎日新聞旅行、トップツアー

50（43.8）

56（48.7）

21（18.3）

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

旅行会社から直接

案内人組合を通じて依頼

（単位：人、％）
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（４） ガイドを依頼された経路について（個人やグループからの依頼によるガイド）

・ 平成21年中にガイド活動を行った案内人172人のうち、個人やグループの依頼によるガイドを行った

案内人は147人。

・ そのガイドをどこから依頼されたか（複数回答）については、

① 個人やグループから直接の依頼が103人（70％）。

② 案内人組合を通じての依頼が43人（29％）。

ｎ＝147 （単位：人、％）

103（70.0）

43（29.3）

30（20.4）

0 20 40 60 80 100 120 140

その他

案内人組合を通じて依頼

個人又はグループから直接
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（５） 登山案内人組合等への所属状況について

所属 188(85%）

所属なし 33

(15%)

上高地 5

(2)

有明 8

(4)

堀金 8

(4)

戸隠 9

(4)

八ヶ岳 14

(6) 小谷 17

(8)

常念口 15

(7)

南信州 18

(8)

大町20

(9)

白馬 53

(24)
その他 16

(7)

御嶽黒沢口 1

(0)

乗鞍 4

(2)

・ 回答者221人中、登山案内人組合等の団体に所属している
者は188人（85％）。

（６） （社）日本山岳ガイド協会の
ガイド資格の保有状況について

・ 回答者221人中、日本山岳ガイド
協会のガイド資格を有している者は
60人（27％）。

ｎ＝221 ｎ＝221

【組合への所属状況】 【山岳ガイド協会資格の保有状況】

・信州まつもと山岳ガイド協会やまたみ
・車山ガイドクラブ など

（単位：人、％）

有
 60
(27)

無
 161
(73)

（単位：人、％）
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（７） ガイド活動の地域について（複数回答）
・ ガイド実績を有する者172人のガイド活動を行っている地域については、北アルプスの後立山エリアが最
も多く、115人で67％。

ｎ＝172【ガイド活動の地域】 （単位：人、％）

115

92

86

76

55

54

25

18

(66.9)
(53.5)

(50.0)

(44.2)

(32.0)

(31.4)

(14.5)

(10.5)

0 20 40 60 80 100 120 140

その他

御嶽山

中央アルプス

南アルプス

八ヶ岳連峰

北アルプスその他

北アルプス槍穂高

北アルプス後立山



１　所属組合について
　　 あなたは、登山案内人組合に所属していますか。

　　 また、登山案内人組合以外の登山ガイド組織に所属
　　 している場合は、その組織名を教えてください。

２　日本山岳ガイド協会について
　　 あなたは、日本山岳ガイド協会の資格をもっていますか。

 はい いいえ

３　活動地域について
　　 あなたが、登山案内人としてガイドを行っている地域を教えてください。

４　活動状況について
　　 あなたが、平成２１年に登山案内人としてガイドを行った活動実績を教えてください。

１月 組 組

２月 組 組

３月 組 組

４月 組 組

５月 組 組

６月 組 組

７月 組 組

８月 組 組

９月 組 組

１０月 組 組

１１月 組 組

１２月 組 組

（単位：受注数）

信州登山案内人の活動状況に関するアンケート

旅行会社が主催する
ツアー登山

左記以外の登山（例え
ば個人又はｸﾞﾙｰﾌﾟの
依頼によるｶﾞｲﾄﾞ登山）

【アンケートの趣旨】
　長野県では、中高年者の山岳遭難の増加、ツアー登山の問題が表面化する状況を踏まえ、平成２２年度に山
岳ガイド資格制度のあり方について検討を行います。
　その検討資料とするため、現在の長野県の山岳ガイド資格である「信州登山案内人」の活動状況を把握した
いので、御協力を御願いします。

◆所属組合○印をしてください◆
 上高地登山案内人組合　乗鞍登山案内人組合　堀金登山案内人組合　常念口登山案内人組合　有明登山案内人組合

　大町登山案内人組合　白馬登山案内人組合　小谷登山案内人組合　南信州山岳ガイド協会　八ヶ岳山岳ガイド協会

　戸隠登山ガイド組合　御嶽黒沢口案内人組合　志賀高原ガイド組合

◆活動地域に○印をしてください（複数可）◆
　北アルプス槍穂高　　　北アルプス後立山　　　北アルプスその他の地域　　　中央アルプス
　南アルプス　　　八ヶ岳連峰　　御嶽山

◇上記に地域以外に活動している地域があれば記載してください（長野県外も記載可）

◆代表的な旅行代理店を記載してください◆

◆ガイドの仕事を受けた経路を教えてください◆
　　・旅行会社から直接
　　・登山案内人組合を通じて
　　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

◆登山客の主な居住エリアに○印をしてください◆
　首都圏　　　中京圏　　　関西圏
　その他の地域（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

◆ガイドの仕事を受けた経路を教えてください◆
　　・個人又はグループから直接
　　・登山案内人組合を通じて
　　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

1
1
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○ 信州登山案内人試験の変遷について

その他

【共同実施】 【実施せず】

○　筆記試験を実施。
○　組合所属者について
  は、組合推薦があれば許
  可。

○　問題作成、試験の運
  営は山岳総合センター
  に依頼。

○　組合に所属していない
  者については、書類審査
  と面談を実施した上で許
  可。

○　受験資格を盛り込む。
　　・登山経験５年以上かつ山行経験200日以上等。
　　・救急法講習受講。

○　筆記試験問題作成、実技試験の実施、合否判定等は山岳総合センターへ依頼。

○　筆記試験及び実技試験を実施。

区分

地
方
事
務
所
に
よ
り
異
な
る
対
応
。

全
県
統
一
に
よ
る
試
験

を
実
施
。

平成15年度まで

平成16年度以降

○　許可行為の実績
  はない。

試験内容等

【単独実施】

○　戸隠登山案内人組
  合の試験結果を参考
  として、許可。

○　他の地方事務所
  （上小、木曽、北
  信）

○　佐久・諏訪・松本・
  北安曇地方事務所

○　上伊那・下伊那地方事
  務所

○　長野地方事務所
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信州登山案内人試験の実施状況について

試験の出題範囲、内容等の解説 （※）試験の約1週間前に山岳総合センターで実施。事前説明会

筆記試験＝大町合同庁舎、実技試験＝長野県山岳総合センター人工岩場試験場所

安全確保技術（ロープワーク技術ほか）実技試験

筆記試験

長野県山岳総合センター試験実施機関

①登山案内人としての基礎知識、②長野県内の山岳に関する知識
試験

(1) 平成22年4月1日現在、満20歳以上の者
(2) 登山経験5年以上かつ山行日数200日以上（うち標高1,500ｍ以上の雪山経験30日以上及び長野県

内山行日数100日以上）を有する者、またはこれと同等レベルの以上の登山経験を有する者である
と県内登山案内人組合長が推薦する者

(3) 救急法（詳細省略）に関する講習を、直近2年以内に受講していることなど。

内容

受験資格

項目

１ 試験の内容

２ 受験者数・合格者数ほか

9（33.3）45.82765（59）6/10H22

3（37.5）

0（ - ）

0（ - ）

4（17.4）

4（11.8）

5（15.1）

合格者のうち、

県外在住者数（人、％）

70.02135（30）6/10H17

34.8823（23）6/16H16

34.6926（26）6/9H18

65.72335（35）6/8H19

66.7

62.3

合格率（％）

(C)/(B)

34

33

合格者数（C）

54（51）

56（53）

申込者数（A)

（受験者数）（B）

6/13

6/12

試験日

H20

H21

年度
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１ 趣 旨
登山案内人の資質の向上と業務の適正化を図り、

もって登山者の安全の確保に 資するため、長野県
観光案内業条例（以下「条例」という。）第５条の規定に
より、登山案内人試験を実施する。
２ 実施主体

長野県
３ 試験実施機関

長野県山岳総合センター
４ 日 時

平成２２年６月１０日（木） 午前９時～
５ 場 所

長野県大町合同庁舎講堂及び長野県山岳総合セ
ンター人工岩場
６ 受験対象者

条例に基づく許可を受けて登山案内業を行おうとす
る者
７ 受験資格
（１）平成２２年４月１日現在、満20歳以上の者であるこ
と。
（２）登山経験５年以上かつ山行日数200日以上（うち
標高1500ｍ以上の雪山経験30日以 上及び長野県
内山行日数100日以上）を有する者又はこれと同等レ
ベル以上の登山経験を有する者であると県内登山案
内人組合長が推薦する者。

（３）救急法一般講習（日本赤十字社）、上級救命講習
（消防）、MFA CICベーシックコー ス、LSFA CPR・ベー
シックコース、NSC ファーストエイド＆CPR 標準 コー
ス若しくはこれらと同等レベル以上の救急法に関する講
習を、受験申込書提出時を基準として直近２年以内（有
効期間がある場合は、その期間内）に受講していること
又は指導者資格保有者であることが望ましい。

※（３）の講習の未受講者にあっては、許可申請時まで
に受講しておくこと。
８ 試験の種類及び試験内容

（１）筆記試験
①登山案内人としての基礎知識
②長野県内の山岳に関する知識

（２）実技試験
安全確保技術（確保技術・下降技術）

９ 受験申し込み手続き
（１）受験申し込みに必要なもの

①受験申込書（別添１）、受験票（別添２）、履歴書（受
験資格の分かる内容であること）及び県内登山案内人組
合長による推薦状意見書（別添３、該当者のみ）

②写真２枚（①の受験申込書及び受験票に貼付。出
願前６ヶ月以内に撮影したもの。縦4.5cm×横3.5cm）

③返信用切手（80円）を貼付した封筒（住所、氏名を
記入したもの。受験票送付用）

（２）受験料
無料

平成２２年度信州登山案内人試験実施要領
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（３）受験申込書の受付期間、受付時間及び受付場所

①受付期間
平成２２年５月１０日（月）から平成２２年５月２４日

（月）まで
郵送の場合は５月２４日（月）必着のこと
②受付時間
月曜日から金曜日までの午前９時から午後５時まで。

ただし、祝祭日を除く。
③提出先
〒380-8570 長野県長野市大字南長野字幅下692-

2 長野県庁
長野県観光部観光企画課 企画調整班

（４）受験票の発送
受験申込書の受付後、受験票（別添２）を速やかに

発送する。
10 試験当日の持ち物

（１）受験票
（２）黒鉛筆（シャープペンシル可）及び消しゴム
（３）返信用切手（80円）を貼り、受験者の住所、氏名を

記入した封筒（合否についての文書発送用）
（４）ハーネス（レッグループ付き岩登り対応タイプ）、ス

リング（60cm程度のもの ４本、120cm程度のもの ２
本）、確保器、下降器（兼用可）、カラビナ 10枚（うち安
全環付 ３枚）、登山靴、ヘルメット、手袋、ヘッドランプ、
雨具

（５）昼食

11 試験結果
平成２２年６月下旬に、郵送により、受験者あて合否

についての文書及び許可の申請手順についての案内
を送付する。
12 事前説明会

（１）日 時
平成２２年６月４日（金） 午前10時～

（２）場 所
長野県大町合同庁舎講堂

（３）内容
登山案内人試験について（出題範囲、内容等）

（４）対 象
平成２２年６月１０日（木）開催の「信州登山案内人

試験」を受験する者。
※受験者以外の参加はご遠慮ください。



 

 平成２２年度 

 信州登山案内人 受験の手引き 
 

 受験を希望される方々へ 
 
         この「手引き」は、「信州登山案内人試験実施要領」（以下、「試験要領」という）を補完するために 
         作成してあります。したがいまして、受験希望者は、まず「試験要領」をお読みください。 
         なお、不明な点等がございましたら、ご遠慮なく下記までお問合せください。 
 

 【問い合わせ先】 
 

 長野県観光部観光企画課 企画調整班 
   tel:026-232-0111（代） 026-235-7251（直） 内線3516 

 
 
  試験概要                                
 
 ○受験受付期間  平成２２年５月１０日（月）から５月２４日（月）（郵送の場合は必着） 
 
 ○提出書類等  

 受験申込 
 提出書類 

 □信州登山案内人受験申込書（試験要領別添１） 
  〈添付書類〉 
  ・履歴書（様式不問、受験資格が確認できるもの）、推薦状意見書（試験要領別添３、該当者のみ） 
  ・写真２枚（タテ45mmヨコ35mm、受験申込書及び受験票に貼付する） 
  ・返信用切手（80円）を貼り、受験者の住所、氏名を書いた封筒（受験票送付用） 
  ・受験票（試験要領別添２、必要事項を記入すること） 
   （なお、受験料は無料です） 

 
 ※以下は、合格後の許可申請時に必要となる書類です。許可申請時にご提出ください。  

 許可申請 
 提出書類 

 □観光案内人許可申請書（長野県観光案内業条例様式第１号） 
  〈添付書類〉 
  ・履歴書（様式不問） 
  ・健康診断書*1 
  ・救急法一般講習（日本赤十字社）、上級救急講習（消防）、MFA CICベイシックコース、LSFA CPR 
   ベイシックコース、NSCファーストエイド＆CPR標準コース若しくはこれらと同等レベル以 
   上の救急法に関する講習を直近２年以内に受講していることを証明する書類又は指導者資格保 
   有者を証明する書類 
   （許可手数料200円…長野県収入証紙を購入の上、許可申請書に貼付してください。） 

 
 
 ○試験日（事前説明会）の日程と開催場所  

 事前説明会  平成２２年６月４日（金）  長野県大町合同庁舎 

 試験  平成２２年６月１０日（木）  筆記試験：長野県大町合同庁舎 
 実技試験：長野県山岳総合センター 人工岩場 

 
  ※試験内容等についてご説明いたしますので、試験を受験する方は、説明会にご出席ください。 
 
  事前説明会 ６／４（金）                       
 
 ○場  所：長野県大町合同庁舎講堂（〒398-8602 長野県大町市大町1058-2） 
  
 ○アクセス：地図をご覧ください。 
        （JRご利用の場合：JR信濃大町駅から徒歩で約10分） 
 
 ○日  程：  

 10:00～  受付 

 10:30～12:00  筆記試験の出題範囲と内容について（前半） 

 12:00～13:00  昼食 

 

 13:00～15:00  筆記試験の出題範囲と内容について（後半）と実技試験について 

 

     
 
 



  試験 ６／１０（木）                         
 
 ○場  所：筆記試験 長野県大町合同庁舎講堂（長野県大町市大町1058-2） 
       実技試験 長野県山岳総合センター人工岩場（長野県大町市大字常磐5638-47） 
 
 ○アクセス：地図をご覧ください 
       （実技試験会場については、当日ご案内します） 
  
 ○日  程：  

  9:00～  受付 

  9:30～11:00  筆記試験（大町合同庁舎） 

 12:00～終了ま
で 

 実技試験（長野県山岳総合センター人工岩場） 
  ※会場の「人工岩場」は、筆記試験会場（大町合同庁舎）とは別の場所です。 

 
  
 〈持ち物〉 
□ハーネス（レッグループ付き岩登り対応タイプ）  
□スリング（60㎝程度のもの４本、120㎝程度のもの２本） 
□カラビナ（10枚、うち３枚は安全環付） 
□下降器     □確保器        □ヘルメット      （※下降器と確保器は兼用可） 
□ヘッドランプ  □登山靴        □手袋   □雨具 
□受験票     □筆記具（黒鉛筆・消しゴム等） 
□返信用切手（80円）を貼り、受験者の住所、氏名を書いた封筒（合否の通知書発送用） 
□昼食 
 
 
  地図 事前説明会、筆記試験会場：大町合同庁舎        
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                             

○長野県大町合同庁舎（長野県大町市大字大町1058-2） 
 

  【ＪＲ】大糸線「信濃大町駅」下車、または長野新幹線「長野駅」下車、 
大町行き急行バスで大町駅下車。徒歩10分。 

   
【自動車】長野自動車道「豊科インター」より大町・白馬方面へ約40分。 

 
  （会場問い合わせ先）長野県北安曇地方事務所 TEL 0261 - 22 - 5111 (代表)  

 
  事前説明会会場6/4(金) 

 筆記試験会場6/10(木)午前 
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信州登山案内人を対象とした研修について

4人センター
確保理論座学

9/10～11講師研修

130人松本合庁
コンビニ登山の危うさを露呈させたトムラウシ山遭難、

山岳ガイドにおけるホスピタリティ
座学11/12

確保、フィックスロープ、救急法、搬送実技

75人県下7会場フィックスロープ、確保、懸垂下降、搬送実技10/17～11/29

21

73人県下7会場フィックスロープ、確保、懸垂下降、搬送実技10/21～11/28

確保、フィックスロープ、救急法、搬送実技

確保、フィックスロープ、救急法、搬送実技

85人県下7会場フィックスロープ、確保、懸垂下降、搬送実技10/25～11/30

70人県下7会場フィックスロープ、確保、懸垂下降、搬送実技10/19～12/15

ロープワーク、搬送、引率技術実技

109人県下8会場フィックスロープ、懸垂下降、搬送実技10/24～11/25

フィックスロープ、懸垂下降、搬送実技

北アルプスの成り立ち、私は山の上のお母さん

確保理論

北アルプスの成り立ち、最近の山岳遭難

確保理論

北アルプスの成り立ち、最近の山岳遭難

確保理論

長野県山岳の特性、山岳ガイドのあり方

確保理論

救急法、搬送、確保、懸垂下降

長野県山岳の特性、山岳ガイドのあり方

107人松本合庁座学11/24

83人松本合庁座学11/21

98人松本合庁座学11/22

123人松本合庁座学10/27

12人センター・人工岩場実技10/29～30

6人センター
座学

9/16～17講師研修

22

8人センター
座学

9/18～19講師研修

20

6人センター
座学

9/20～21講師研修

19

18人センター
座学

9/20～21講師研修

18

32人松本合庁座学10/28
17

受講者数会 場内 容期 日年度

（※）センター＝山岳総合センター
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（社）日本山岳ガイド協会のガイド資格の概要について

国内において無積雪
期、山地でのよく整備
された登山道（※）及
び四季を通じた山地、
高原、森林、原野、河
川を含む地域でのガイ
ド行為を行うことがで
きる。
（※）一般のガイド
ブック等で難路、険路、
不整備、岩場技術、及
び氷雪技術が必要とさ
れるところは含まない。

登山ガイド

自然ガイド分野

国内において困難な
岩壁、氷壁ルートを除
き、全ての地域で季節
を問わずガイド行為を
行うことが出来る。

国内で季節を問わず、
ずべての山岳ガイド行
為を行うことができる。

国内はもとより国際
山岳ガイド連盟（以下
ＵＩＡＧＭ）加盟国に
おいて、その加盟国の
法律に反しない範囲で、
全ての山岳ガイド行為
を行うことができる。

職能
範囲

山岳ガイド登攀ガイド国際山岳ガイド区分

山岳ガイド分野種類

【信州登山案内人の書類審査内容】
①登山経験5年以上、かつ、
②山行経験200日（通算）
※②のうち、1500m以上の雪山30日以上、
及び県内の山100日以上
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3年間に2日以上の研修受講。3年間に3日以上の研修受講3年間に3日以上の研修受講3年間に3日以上の研修受講更新条件

3年3年3年―
実技試験各科目の

有効年数

レスキュー技術（基礎）、
雪崩対策技術（基礎）

無積雪期（ルートガイディ
ング、自然観察指導技術、
安全管理技術）、積雪期
（ルートガイディング、自
然観察指導技術、安全管理
技術）、オフ・ピステ ス
キーガイディング

筆記（一次※）、実技（二
次）
※合格有効年数＝5年

満20歳以上で健康で体力
があり、通算120日以上の
登山経験を有し、うち20日
間が積雪期である者。

登山ガイド

自然ガイド分野

受験者義務講習

無積雪期（岩場・岩稜での
ルートガイディング、登山道
ルートガイディン、自然観察
指導技術、安全管理技術）、
レスキュー技術（初級）、積
雪期（ルートガイディング、
氷雪技術、雪稜技術）、雪崩
対策技術（総合）、オフ・ピ
ステ スキーガイディング、
山岳スキーガイディング

無積雪期（登攀ルートガイ
ディング、クライミング能
力と技術指導）、積雪期
（登攀ルートガイディング、
アイスクライミング能力と
技術指導、山岳スキーガイ
ディング、オフ・ピステ
スキーガイディング、雪崩
対策技術総合、レスキュー
技術総合

―実技試験科目

筆記・実技適性（一次※）、
実技（二次）
※合格有効年数＝5年

筆記・実技適性（一次※）、
実技（二次）
※合格有効年数＝5年

書類
審査方法

満20歳以上で健康で体力が
あり、本会の定める登山経
験・技術基準を満たす者。
（通算300日以上の登山経験
を融資、うち60日間が積雪期
である者。岩壁、岩稜あわせ
て10ルート以上、その中で3
ルート以上は、4級ルート以
上を、一部または全部をリー
ドできること。）

満20歳以上で健康で体力
があり、本会の定める登山
経験・技術基準を満たし、
かつ、以下のガイド養成の
ための義務講習会を受講す
る者）
「ガイド養成のための義務
講習会」
・無積雪期ルートガイディ
ング5日以上
・積雪期ルートガイディン
グ5日以上
・無積雪期ガイディング技
術総合5日以上
・積雪期ガイディング技術
総合5日以上 合計20日以上

満23歳以上で、国際アスピラ
ン・ガイド資格を有し、かつ、
国際アスピラン・ガイド（※）
として夏季ヨーロッパ・アルプ
スにおいて1シーズン以上の実
務経験を有する者。また、本会
及びUIAGMの定める登山経験、
技術基準を満たす者。

（海外でのガイド実務経験）3
年以上の実務経験を有する国際
山岳ガイドの管理責任下で、国
際アスピラン・ガイドとして
UIAGM諸国での業務経験。「国
際アスピラン・ガイド資格を取
得後、氷河を持つ山岳でのルー
トガイディング10日以上、及び
氷河を持つ山岳での山岳スキー
ガイディング10日以上で、合計
30日以上の経験）

受験資格

山岳ガイド登攀ガイド国際山岳ガイド区分

山岳ガイド分野種類

（※）国際アスピラン・ガイド（＝暫定資格）
国内で季節を問わずすべての山岳ガイド行為を

行うことができる。UIAGMの管理・責任下で、同
じ行程での国際山岳ガイド行為ができる。この暫
定資格取得後、4年以内に国際山岳ガイド資格を
取得しなければならない。
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日本山岳ガイド協会資格検定試験の概要

１ 資格検定試験の流れ

山岳ガイド分野 山岳ガイド 自然ガイド分野 登山ガイド

一次試験（筆記）

合格

二次試験（実技）

受講者義務講習会

ガイド資格認定

資格更新

合格

一次試験（①実技、②筆記）

合格

二次試験（実技）

ガイド資格認定

資格更新

合格

[更新の条件]
原則として３年ごとに３日間以上の資格

更新研修受講

[更新の条件]
原則として３年ごとに２日間以上の資格

更新研修受講
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２　一次試験（筆記試験）の内容

①　スポーツ科学の知識 ①　スポーツ科学の知識

②　地球物理、気象、動植物、地理、地質、地形に関する知識 ②　地球物理、気象、動植物、地理、地質、地形に関する知識

③　農山村の経済と歴史、民俗の知識 ③　農山村の経済と歴史、民俗の知識

④　山地、里地、里山の環境の知識 ④　山地、里地、里山の環境の知識

⑤　自然環境保全知識 ⑤　自然環境保全知識

②　ガイド倫理及びマナー ②　ガイド倫理及びマナー

①　登山技術一般知識 ①　登山技術一般、山岳及び登山道に関する知識

　・登山道　・岩稜　・岩壁　・沢　・雪稜　・雪壁

②　山岳の自然知識

③　山岳の地理、地形、気象に関する知識 ③　気象の知識

④　積雪期の知識 ④　読図の知識

⑤　自然観察と解説に関する知識

⑥　積雪期の知識

⑦　エコツーリズムなど自然環境の保全や利用に関する知識

①　レスキューに関する知識 ①　レスキューに関する知識

②　安全管理知識及び危急時対応に関する知識 ②　安全管理知識及び危急時対応に関する知識

③　登山時の健康管理に関する知識 ③　登山時の健康管理に関する知識

④　環境要因による疾病に関する知識 ④　環境要因による疾病に関する知識

⑤　セルフレスキューに関する知識 ⑤　セルフレスキューに関する知識

・ガイドの役割や責務及びガイドの資質について問う。 ・ガイドの役割や責務及びガイドの資質について問う。

・自然の知識と解説能力を問う。

山岳ガイド分野　　山岳ガイド 自然ガイド分野　　登山ガイド
試験科目

共通科目　ガイド業務
関連知識

①　ガイド業務関連法（自然公園法、道路運送法、旅行業法、旅
館業法、鳥獣保護法、森林・林業法、環境基本法、自然保護法
など）

①　ガイド業務関連法（自然公園法、道路運送法、旅行業法、旅
館業法、鳥獣保護法、森林・林業法、環境基本法、自然保護法
など）

出題内容出題内容

専門科目　安全管理

小論文

共通科目　基礎的知
識

②　山地、里山を中心とする植物、動物、鳥類の生態系などに
関する自然の知識

専門科目　登山（山
岳）ガイド専門知識
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３　二次試験（実技検定試験）　【登山ガイド】

①　無雪期でのルーとガイディング技術と歩行技術

③　自然観察と解説及び安全管理

②　雪上での用具の使い方、指導能力

③　キックステップ技術及びステップカッティング技術

④　氷上歩行とアイゼン等器具の使用技術

⑤　自然観察と解説及び安全管理

①　山岳スキーガイディング技術

②　山岳における登高・滑降技術

筆記試験 　実技検定試験に付帯する筆記試験を行う場合がある。

オフピステ　スキーガイディング

　自然観察指導技術、安全管理技術

無雪期ルートガイディング

自然ガイド分野　　登山ガイド

検定科目
検定内容

②　セルフレスキューとロープ操作、固定ロープの方法、ショート
　ロープ技術

　自然観察指導技術、安全管理技術

積雪期ルートガイディング ①　積雪期でのルートガイディング技術と歩行技術、ショートロープ技術
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４　二次試験（実技検定試験）　【山岳ガイド】

①　無雪期でのルートガイディング技術と歩行技術

　・自然観察指導技術 ②　ロープ操作、下降技術及び固定ロープの方法

　・安全管理技術 ③　自然観察と解説及び安全管理

①　搬送技術

②　引き上げ技術５ｍ以上

③　降ろし技術

④　背負ってのカウンターラッペルによる降ろし技術

⑤　応急処置と露営技術

積雪期ルートガイディング ①　積雪期でのルートガイディング技術と歩行技術

　・氷雪技術指導能力 ②　傾斜60度を含む10ｍの氷壁をカッティング等でリードする技術

　・雪稜技術指導能力 ③　キックステップ技術及びステップカッティング技術

④　雪庇尾根上でリードする技術

⑤　用具の使い方、指導能力

雪崩対策技術総合 ①　雪崩予知技術

②　雪崩対策の器具使用技術

③　雪崩からのレスキュー技術

①　山岳スキーガイディング技術

②　山岳における登行・滑降技術

山岳スキーガイディング ①　山岳スキーガイディング技術（露営等含むロングルート）

②　山岳スキーレスキュー技術

③　ホワイトアウトナビゲーション

筆記試験 　実技検定試験に付帯する筆記試験を行う場合がある。

山岳ガイド分野　　山岳ガイド
検定科目

無雪期岩場・岩稜でのルート
ガイディング

①　容易な岩壁、岩稜でのルートガイディング技術（ルートグレード１～２級程度）

検定内容

オフピステ　スキーガイディ
ング

無雪期登山道ルートガイディ
ング

レスキュー技術　初級
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５　受講者義務講習会　【登山ガイド】

レスキュー技術　基礎 ①　搬送技術

②　引き上げ技術（１：１、２：１）

③　降ろし技術

④　応急処置と露営技術

雪崩対策技術　基礎 ①　雪崩予知技術

②　雪崩からのレスキュー技術と露営技術

　※この科目を受講しない場合には認定通知書が発行されない。

講習内容

　※受講者義務講習会はガイドの安全管理にとって重要な科目であり、筆記及び実技検定試験合格後、速や
かに受講しなければならない。

自然ガイド分野　　登山ガイド
講習科目
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北海道アウトドア資格制度の概要について

２ 対象とするアウトドア活動分野

○ 山岳、○ 自然、○ カヌー、○ ラフティング、
○ トレイルライディング（乗馬）

３ 制度の仕組み

（１）個人資格制度
北海道のアウトドアが意図に求められる知識、技術を、アウトドア活動の各分野に共通する一

般的知識である「基礎分野」と、分野ごとの専門的な知識、技術である「専門分野」の2層構造
とし、双方が一定の水準に達している者をガイド資格取得者として認定。

１ 制度のスタート

○ 平成14年度

（２）事業者登録制度
ガイド資格取得者を一定数以上配置して、事業を実施するアウトドア事業者を優良事業者と

して登録。
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北海道アウトドア資格制度の見直しに関する基本構想について

２ 求められる資格制度像

○ 北海道が取り組みを主導し、官民の役割分担に沿って制度を支えていく仕組みとする。

３ 資格制度の基本的枠組み

○ 10年後を見据えた制度改革とする。
（１）将来にわたって安定した持続可能な制度
（２）アウトドア活動を安全に安心して楽しめる制度
（３）道民の知恵や経験が生かされ、広く道民に開かれた制度
（４）アウトドア関係事業者のビジネスチャンスの拡大に資する制度
（５）ガイドの技術向上が図られる制度

１ 現状と課題

○ 平成14年度の制度創設後、受験者や更新者の減、新たな活動分野の出現、多様化、地域限定
的に活動するガイドの増加等により、抜本的見直しの検討が必要。

【平成21年度に設置した「北海道アウトドア資格制度の見直し等に関する検討会」提言】

（１）資格制度の運用主体・方法
① 資格の認定は知事とする。
② 持続可能な制度とするためのマネジメント機能を構築
③ ガイドの質の向上のための具体的手立てを構築
④ アウトドア活動の状況を把握する仕組みを組み込む。

（２）利用者のニーズやガイドの活動領域を反映した資格制度の類型
① 匠型：豊富なキャリアと高い識見
② 体験型観光：ビジネスの中核、反復継続的にガイド
③ 地域密着型：地域貢献、ボランティア活動、生涯学習的活動など

（H22.3/19 事務局 北海道経済部観光局）
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（３）資格制度の仕組み
① 匠型 「北海道アウトドア匠方ガイド（仮称）」

→ 後進ガイドの育成指導、資格制度全体の管理、監視等
② 体験型観光 「北海道アウトドア体験型観光ガイド資格（仮称）」

→ 体験型観光ビジネス、プロとして利用者を安全、安心にガイド
③ 地域密着型 「北海道地域アウトドア活動実践者資格（仮称）」

→ 誰もがアウトドア活動に参画可能な資格制度

（４）実施方法・体制
① 現行5分野は当面現行どおり実施。
② その他分野は、当面、基礎資格取得のみとし、準備が整い次第、道独自のガイド資格と
して認定。

→ マネジメント機能組織が活動分野の技術面から安全性を判断。

（５）資格の魅力付け
資格の認定を知事が行い、資格のブランド化を進めるほか、次年度において、資格保有

のメリットを享受できる方策を検討する。

（６）今後の実施設計における検討事項
平成22年度は実施設計として次の事項を検討。

① 制度運用に関する道民と民間の具体的な役割分担について
② マネジメント機能の構成者及び運営方法等の組織設計について
③ ガイドや利用者の意見、意向を把握する仕組みについて
④ 現行5分野の道のガイド資格と全国組織による資格制度との連携のあり方
⑤ 5分野以外の個別分野のガイド認定の方法、判断基準等について
⑥ 匠型ガイドの活用の仕方、あり方、組織について
⑦ 地域密着型の試験のあり方、他の検定制度等との連携のあり方について
⑧ 他の制度との連動性の確保を含めた認定ガイドのメリット確保について
⑨ 新規及び既資格取得者の質の向上に向けた環境整備について
⑩ その他必要な事項
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フランス国立スキー登山学校（ＥＮＳＡ）について

１ 名 称 Ecole Nationale de Ski et d’Alpinisme の頭文字を取り、ＥＮＳＡと呼称。

Ecole Nationale とあるように、スキーと登山に関する国立の学校である。

２ 設 立 １９４６年（設立当初から、青年スポーツ省の機関として発足）

３ 目 的 ① 登山に関する職業人の教育と監督（検定）をすること。

② スキー、登山の指導法の確立。

③ スキー、登山用具の品質安全に関する研究。スポーツ経済に寄与すること。

④ スキー、登山の指導者の安全管理能力の向上。

⑤ フランス国内のスキー連盟、山岳連盟や新しく組み込まれたハングライダー等の山岳地

帯をステージとするスポーツの協会指導。また、柔道・バスケットなど他の分野のスポー

ツにおけるフィットネスと高所トレーニング場所の提供。

⑥ 山岳地帯における様々な事象の研究（主にスポーツを中心とする）と、技術的な分析、

医学の研究及び教授法を含む専門的技術の研究をするとともに、安全の普及に寄与するこ

と。

⑦ フランスの教育に関する、国際的な交流発展に寄与するために、指導法と技術的蓄積を

向上させること。

※④～⑦は最近組み込まれた目的。

４ 利用状況

（１）研 修 生 4,028名（2003年１年間の数値）

（２）研修延日数 98日

東委員保有資料を基に作成
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５ 研修内容

（１）募集年齢 18歳以上55歳まで

（２）研修コース

全てのコースを修了、合格した者が、高峻山岳における登山ガイドとなることができる。

Ｅ、Ｆを修了した者は補助ガイドとして働くことができる。

コース Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

Ｆ　（沢・滝を
クライミング技
術を使い下降す
る技能をみる

コース）

Ｇ Ｈ

日数 ５日間 ２週間 ３週間
６週間

※Ｄコース修了が
受講資格

　50時間以上
※事前に10コー
ス以上のリスト
提出

研修内容 ①スキーと登山
における基本技
術の確立

②登山の知識と
技術の研修

③技術・教授法・
知識のテスト

・沢を下降する
技術や水泳能力
など

①高峻山岳にお
けるスキーを使
用した登山の完
璧な能力の研修

②技術と知識の
テスト

①高峻山岳におけ
る登山の技術と知
識の研修

②技術、教授法、
知識のテスト

・登山のあらゆ
る基本的な能力
について、最低
40時間以上の研
修。

・フランスにお
けるスポーツ指
導者共通のコ
ミュニケーショ
ン能力テストに
合格すること。

①書類審査
　：登山歴
②ｸﾗｲﾐﾝｸﾞ技術
　：６a以上
③氷雪技術
　：50°～60°
以上の斜面
④岩壁登攀
　：５級以上の
岩壁を登山靴で
登る。
⑤スキー滑降
　：あらゆるｺﾝ
ﾃﾞｨｼｮﾝで滑る能
力

①氷河地形を含
む氷雪斜面での
基本スキー能力

②スキーを使用
した登山の能力
と氷壁を登る基
本能力

③技術と知識の
テスト

【資格】
①　２年以上の補助ガイドを経験した
者
②　50以上の登攀ﾙｰﾄﾘｽﾄを持ってい
ること。（ｱｲｶﾞｰ北壁ｸﾗｽの難関ﾙｰﾄ）



31

諸外国登山研修機関一覧

国防・観光国防・観光国防・観光地域の登山
指導者の養
成

全ての野外
活動の訓
練

各種ｽﾎﾟｰﾂの指導
者の養成

登山に関する職業
人の教育と監督（検
定）

目的

国際ガイド資格（全
ｺｰｽ履修者）

国際ガイド資格（全
ｺｰｽ履修者）取得資格

毎年2500人以
上

各ｺｰｽ10名研修生4,028名。延
日数98日利用状況

７ｺｰｽ（ｽｷｰ・
ｳｫｰﾀｰｽﾎﾟｰﾂを
含む）

５ｺｰｽ（山岳捜
索・救助ｺｰｽ
有）

３ｺｰｽ（外国人
にも門戸を開
放）

９ｺｰｽ（ガイ
ド資格取得
含む）

24ｺｰｽ（ｶ
ﾇｰ・ｽｷｰな
どの野外活
動のｺｰｽを
含む）

秋・春の入学試験
と最低30本のﾚﾎﾟｰ
ﾄ提出。研修期間２
年間。１本のｺｰｽの
平均日数は、約１
週間～10日間

Ａ～Ｈのｺｰｽがあり、
Ｇ・Ｈはｱｲｶﾞｰ北壁ｸ
ﾗｽの難関を登る必
要有

研修事業の

概要

入学にあたりﾚﾎﾟｰﾄ
の提出と各技術の
試験

登山歴の書類審査
及び各ｺｰｽ毎に要
件有

参加要件

ｺｰｽにより異な
るが、10歳から
50歳

ｺｰｽにより異な
るが、青少年か
ら成人を対象

ｺｰｽにより異な
るが、青少年か
ら成人を対象

全年齢18歳以上55歳まで

研修対象者

国防省とｳｯﾀﾗｶ
ﾝﾄﾞ州の共同企
業体

執行協議会に
よる自治体とし
て運営

国から予算
補助のある
機関

国から予算
補助のある
機関

文部科学省の機関青年スポーツ省の
機関設置形態

Directorate of 
Mountaineerin
g and Allied 
Sports

ＮＩＭＨＭＩＭＬＴＵＫＭＴＴＢＡＦＬＥＮＳＡ

名称

インドイギリスオーストリアフランス国名

東委員保有資料を基に作成




